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I. 調査の概要 

 

１． 背景と目的 
電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法(以下「ＦＩＴ法」という。) 

に基づき、平成２４年に再生可能エネルギーの固定価格買取制度が開始されて以降、太陽光を中心に

再生可能エネルギー発電設備の導入が急速に拡大しているが、他方で大量の未稼働案件の発生や、全

国の各地域でトラブルとなる再エネ設備の増加といった課題も生じている。 

こうした課題の解決に向け、平成２９年４月に施行された改正ＦＩＴ法では、再生可能エネルギー

発電事業が円滑かつ確実に実施されることが見込まれるための認定基準として、自治体が定めた条例

を含む関係法令の遵守を認定基準として定め、違反した場合には、必要に応じてその改善に必要な措

置を命じることとしている。 

本事業では、認定後に適正に事業が行われていることを確認するため、自治体が定めた再生可能エ

ネルギー発電設備の設置に関する条例の制定状況の調査を行うとともに、増加している各地域でのト

ラブルとなっている事業、既に解決に至った事例、訴訟となった事例について調査し、適正に事業が

行われるために有用となる対応について検討を行った。 

 

２． 調査内容 
 

(１) 再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例等の制定状況調査 

① アンケート調査 

全国の都道府県及び市区町村について、再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例、規則、

ガイドライン等（以下「条例等」という。）の制定状況について、調査を行った。 

条例等の制定割合を把握するため、督促を行い悉皆調査を目指した。 

調査により、全国の条例等を制定している自治体数、割合、地域的な傾向等についての状況を把

握するとともに、当該条例等の規程の種類等について調査した。 

 

② 事例調査 

制定されている条例等の中から、特徴的な条例の事例についてヒアリングを行い、事例調査した

結果について、パワーポイント形式で報告書を作成した。 

 

(２) 再生可能エネルギー発電設備設置事業のトラブル事例等調査 

増加している各地域でのトラブルとなっている事業、既に解決に至った事例、訴訟となった事例に

ついて調査し、適正に事業が行われるために有用となる対応について検討を行った。 

 

① 現在トラブルとなっている事例調査 

過去３年から現在までの報道等を元に情報を取りまとめ、トラブルになっている事例の概要（電

源種、トラブルの原因（景観、防災、住民とのコミュニケーション不足等）等）を整理した。 

 

② トラブル解消事例調査 

トラブルとなっていたが既に解消された事例を調査し、該当があった場合、当該自治体等の関係

者にヒアリングをし、経緯、制度的な対応、どのように解消に至ったのか、対応に苦慮したポイン

ト等について、２件程度調査を行った。事例については単に一方の主張が通ったというものではな

く、事業者が地域の懸念にどのように対応し、地域と共生が図られたのかについて調査を行った。 

 

③ 訴訟となった事案の概要、判例 

これまで再生可能エネルギー発電設備の設置に関し、訴訟となった事案の概要及び判例を調査し

た。 
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II. 条例等の制定状況に関するアンケート調査 

 

【調査概要】 
 

○ 調査の目的 

各自治体が定めた再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例の制定状況等を把握し、その

内容・類型について詳細に分析するとともに、地域の実情に応じた条例や効果を上げている条例等

の事例についてまとめ、今後、条例の改正・制定等を検討している自治体に活用いただける基礎資

料を作成する。 

○ 調査対象・方法 

･ 調査対象：全国の全自治体 1,788 団体 

･ 調査方法：Ｗｅｂ回答、ｅ－メール利用のエクセルファイルによる回答、郵送による回答の

併用 
○ 調査項目 

＜条例等の有無＞ 

･ 条例等の制定の有無 
･ 制定している条例等の区分 
＜条例等がある場合＞ 

･ 条例等の名称等、種別、関連規定等 

･ 条例等が対象とする再生可能エネルギーの種類 

･ 条例等の制定目的、届出等の要否、届出等への処分等の種別 

･ 届出等を要する場合の対象エリア、禁止地域の内容、抑制地域の内容 

･ 届出等の対象にエネルギー種別の設定の有無 

･ 事業規模に関する要件の有無 

･ 事業規模に関する対象要件（野立て／屋根） 

･ 手続きにおける合意形成に関する規定の内容 

･ 設置に関する地域同意に関する規定の内容 

･ 指導等の規定の有無、命令の規定の有無、報告徴収に関する規定の有無 

･ 立入調査に関する規定、指導等や命令に従わない場合の公表に関する規定の有無 

･ 罰則に関する規定の有無（単一回答） 

･ 条例等制定の経緯 

･ 条例等制定による効果 
＜現在、条例等はないが、今後制定を予定している場合＞ 

･ 今後、制定にあたっての課題や必要な情報等の要望や意見等 

＜トラブルの有無と再生可能エネルギーの将来展望＞ 

･ 地域住民等とのトラブル発生状況 

･ 「以前トラブルはあったが、現在はない」の場合の理由 

･ 再生可能エネルギーの利活用推進について 

･ 再生可能エネルギー利用推進の望ましい姿 

〇 本調査の対象となる「条例等」の定義・区分 

本調査では、「再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例等」として、以下のような区

分のもとで条例や規則、ガイドライン等を対象として調査を行った。 

１）再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例（以下、「再エネ条例」という） 

   本調査における「再エネ条例」は、太陽光発電設備、または再生可能エネルギー発電設備

の設置について、自然環境や生活環境等との調和を図る観点から、届出、協議、確認、同意、

許可、認定、禁止等のいずれかの手続や立地規制を課す条例を対象とし、単に立地の促進の

みを規定する条例や、環境影響評価条例、環境保全・緑地保全等に関する条例、景観条例等

において太陽光発電設備等の設置の規制を規定するものは対象外としている。 

  例）〇〇町自然環境、景観等と再生可能エネルギー発電事業との調和に関する条例 

    〇〇市太陽光発電設備の適正な設置に関する条例 等 

２）再生可能エネルギー発電設備の設置に関する関連条例等（以下、「再エネ関連条例」という） 
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  再生可能エネルギー発電設備の設置に関連する条項や内容を含む条例 

  例）自然保護条例、景観条例、環境アセスメント条例 

    再生可能エネルギー普及促進条例 等 

３）その他の要領や指針 

  例）再生可能エネルギー発電設備の設置に関する技術基準 

    再生可能エネルギー発電設備の設置に関する手続要綱 等 

 

また、集計にあたっては、「再エネ条例と再エネ関連条例の区分」を設け、上記の「再エネ条例

等」に関する全体集計とともに、「再エネ条例」を制定していると回答を抽出した別集計を行った。 

 

○ 回収状況 

･ 1,559 団体から回答が得られた（回収率：87.2％） 

 

○ 本文中の集計表の見方について 

 単数回答の表中の「無回答を除く」の最下段「N（％ベース）の数字は、無回答を除いた場合

の「N 値（回答件数合計）」を表している。（例１参照） 

 複数回答の集計表中の右側の列「無回答を除く(％)」の最下段の数字（100）は、左の「件数」

列の最下段「N（％）ベース」の件数を 100 とすることを示している。（例２参照） 

 複数回答の場合、各選択肢のパーセンテージの合計は必ずしも 100 にはならない。 
 

  （例１）単数回答の場合の集計表   

 
 

（例２）複数回答の場合の集計表 

     
 

 

 

  

 

 

 

  

№ カテゴリ 件数 (全体)% 無回答を除く

1 届出等が必要 497       84.2        89.2       

2 届出等は不要 60        10.2        10.8       

無回答 33        5.6         

N （％ﾍﾞｰｽ） 590       100         557 ※

№ カテゴリ 件数 無回答を除く(%)

1 自然公園法の特別地域 19        27.9           

2 景観保全地区 5         7.4            

3 土砂災害警戒区域 20        29.4           

4 保安林 18        26.5           

5 農用地区域 8         11.8           

6 風致地区 4         5.9            

7 文化財指定エリア 13        19.1           

8 景観保全エリア 8         11.8           

9 その他 48        70.6           

 N （％ﾍﾞｰｽ） 68        100            
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（注）抑制区域や禁止区域について 

   抑制区域：事業を行わないように協力を求めることができる区域 

（景観保全や住民の生活環境に影響を及ぼす恐れのある地域など） 

   禁止区域：土砂災害の発生するおそれが特に高いとして事業の実施を禁止する区域 

（砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特

別警戒区域など） 

 

（その他の回答例） 

・災害危険区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、緑地の保存区域（※ちなみに禁止区域

以外の市内全域で、許可申請または届出が必要）。 

・都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項の規定による第一種低層住居専用地域、第一

種中高層住居専用地域、第一種住居地域及び近隣商業地域 

・漁業区域 

・小型（20kw 未満）発電施設は住宅等から 300m 以上離れた場所、大型（20kw 以上）発電施設は住宅

等から 500m 以上離れた場所 ただし、全ての近隣関係者及び区長の承諾が得られた時は除く。 

・「保安林」を「禁止区域」として明記はしていないが、許可基準のなかで、実質除く旨を規定して

いる。 

・市街化区域のうち第一種低層住居専用地域と第二種低層住居専用地域（当該区域は原則として開発

区域に含めないものとするが、当該区域等を含めることがやむを得ないと認められ、かつ、土地

開発行為を行うにつき、当該法令等に基づく許認可等が受けられることが確実である場合は、こ

の限りでない。） 

・独自に定める建設可能区域外 

・自然公園法の特別地域、土砂災害警戒区域と一体的な区域 

・富士山景観配慮地区 

・用途基準により指定されたエリア 

・市街地、地滑り、急傾斜地、土砂災害特別警戒区域、砂防指定地、埋蔵文化財包蔵地 

・風力=住宅等から 200ｍ離れること、太陽光=住宅等から 50ｍ離れること など 

 

  

№ カテゴリ 件数 無回答を除く(%)

1 自然公園法の特別地域 19        27.9           

2 景観保全地区 5         7.4            

3 土砂災害警戒区域 20        29.4           

4 保安林 18        26.5           

5 農用地区域 8         11.8           

6 風致地区 4         5.9            

7 文化財指定エリア 13        19.1           

8 景観保全エリア 8         11.8           

9 その他 48        70.6           

 N （％ﾍﾞｰｽ） 68        100            
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４． 課題解決の方策や工夫した点等 
 再生可能エネルギー発電設備の設置事業に関し、その適切な設置・運営等を担保するために実施し

た課題解決の方策や工夫した点等について、以下のような回答があった。 

 

（自由記入） 

小規模設備も届

出対象に 

・事業概要書の届出義務のない小規模であっても、届出をしてもらうよう指導している。 

 

住民説明会の開

催 

合意形成 

 

 

・施設の隣地地権者及び周辺住民への工事説明などを行うよう、指導している。 

・地域住民等を対象として事業者が開催する説明会に、市職員が立ち会いの下、適切

に事業計画の内容、法令・条例手続等の説明がなされたことにより、地域住民と事業

者との合意形成が促された。 

柵や看板の設置 ・再エネ発電設備の設置業者に柵や看板設置の啓発を行った。 

庁内関係部署の

情報共有・連携 

・庁内に太陽光発電設備設置事業指導連絡会議を設置・開催（要領制定済）。また、

庁内グループウェアにて土地利用関係法令担当者に参加してもらう太陽光条例スペ

ースをつくり、太陽光に関する初回相談から手続き進捗状況もお互いに情報提供お

よび可視化している。 

開発指導要綱の

厳格化 

・2013 年からの 6 年間に 4 度もの大水害に見舞われていることから、メガソーラー1000

㎡以上の土地利用に際し、雨水貯留施設等を設けて、雨水排出を抑制することを開

発指導要綱に盛り込んだ。 

職員による定期検

査 

課内職員にて定期的に発電設備の柵塀及び標識設置の調査を実施、発電事業者へ

適正化の指導を実施している。 

協定書の締結 ・設備施工者へ管理・運営・撤去に係る協定書の締結をお願いしている。 

中間検査 中間検査の実施 

地域住民と事業

者の意思疎通の

円滑化 

・事業の実施に関し、地域住民と事業者の意思疎通が円滑に行われるよう両者及び関

係機関との情報共有を図った。また、地域から、公害防止の観点から事業者との協

定締結について相談があり、協定書の作成を支援したほか、事業が円滑かつ適正に

行われるよう市と事業者の間においても協定を締結した。 

基金の積立 
・再生可能エネルギー等導入推進基金を設置し、余剰電力の売払い収入等を設備等

の維持管理の財源に充てるため積み立てている（基金条例有）。 
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・工事車両や工事の時間帯などについて、地元自治会とのトラブルがあるが都度事業者と連絡を

取り対応している。 

・設置事業者が地域住民に繰り返し説明して納得していただいた。 

・事前協議、住民説明会を行うようになったことから、苦情がなくなった。 

・陸上風力について、騒音の苦情があったが、事業者が騒音低減用の柵等を設置して解決に至っ

た。 

・市の指導により、発電事業者が適正に対応するため。 
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5 高崎市 

 

 

高崎市自然環境、景観等と再

生可能エネルギー発電設備

設置事業との調和に関する

条例 

・特別保全地区内において設備を設置する場合に条

例の許可が必要。事業計画が木竹の伐採を伴うも

のや事業区域への進入路や排水施設等の設置のた

めに必要最小限度の範囲を超える造成を伴うもの

は許可されない 

・近隣住民等と十分な協議を行うとともに市との事

前協議を経て、許可申請を行うことを義務化 

6 中津川市  中津川市自然環境等と再生

可能エネルギー発電事業と

の調和に関する条例 

・利害関係団体等と書面による協定締結を義務化 

・国への事業計画認定申請前に市への届出が必要 

・事業一体性の判断基準チェックリストを要綱で規

定 

７ 

 

 

大津市 

 

大津市太陽光発電設備の設

置の規制等に関する条例の

一部改正。2021 年 4 月 1 日

施行 

・意見の調整を明文化 

・あっせん制度を導入 

（備考）「大津市太陽光発電設備の設置の規制等に関する条例の一部改正」は、先進的な条例の規定とし

て紹介するために、調査時点では施行前であったが、ここに掲載した。 
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16 長崎県 

佐世保市 

太陽光発電 ＊漁場環境への影響 

  

17 三重県 

津市、伊賀市、亀山市 

風力発電 

（陸上） 

＊自然保護 

 景観保全 

18 島根県 

益田市 

風力発電 

（陸上） 

＊生態系への影響 

 土砂災害 

19 佐賀県 

唐津市 

福岡県 

糸島市 

風力発電 

（陸上） 

＊土砂災害 

  景観保全 

  水源の枯渇 

  水質汚染 
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９ 

 

 

大分県 

由布市 

由布市湯布院町塚

原の別荘地太陽光

パネル撤去命令 

景観破壊 原告：住民 

被告：住民 

由布市湯布院町塚原の別

荘地で、住民庭などに太陽

光発電パネルを設置したこと

で景観が損なわれたとして、

周辺の別荘所有者や管理

会社がパネルの撤去などを

求めた訴訟。 

周辺の所有者らの「景

観利益を違法に侵害し

ている」と判断。被告に

庭のパネルの撤去と慰

謝料などの支払いを命

じた。 

10 愛知県 

東浦町 

東浦町メガソーラー

開発行為許可処分

の取消訴訟 

環境破壊 

・景観破壊 

原告：住民 

被告：行政 

メガソーラー開発計画に対

し、開発行為予定地に隣接

するため池を所有する住民

や地域住民らが原告となり、

愛知県による開発許可の差

し止め、開発許可の差し止

め訴訟、開発許可の執行停

止の申立を行った。 

（不明） 

11 

 

福島県 

田村市 

田村市バイオマス発

電事業公金支出差

止等請求住民訴訟 

環境破壊 原告：住民 

被告：行政 

福島県内の放射能汚染木を

原料とする木質バイオマス発

電事業者に対して、田村市

が補助金を出していることを

不当として、返還が求められ

ている事案、 

～係争中～ 

12 愛知県 

田原市 

風力発電施設運転

差止仮処分申立事

件 

生活への支

障 

原告：住民 

被告：事業者 

風力発電施設から発せられ

る騒音が受忍限度を超える

ことを理由に、付近住民が風

力発電施設運営企業に対し

て風力発電施設運転停止の

仮処分を申し立てた。 

申し立ては却下 

愛知県 

田原市 

風力発電施設運転

差止等請求事件 

生活への支

障 

原告：住民 

被告：事業者 

風力発電施設運転停止の

仮処分の申し立てが却下さ

れたため、住民から風力発

電施設運営事業者に対し

て、運転差止めと慰謝料等

を求める裁判を提起。 

原告の請求はいずれも

棄却 

13 兵庫県 

姫路市 

太陽光パネルの反

射光と反射熱 

生 活 環 境

への支障 

原告:住民 

被告：事業者 

太陽光パネルの反射光と反

射熱によって、平穏な日常

生活を脅かされた」として、メ

ガソーラーの開発支援事業

者に対し、パネルの一部撤

去と損害賠償を提訴。提訴

から約 2 年で「取り下げ」。

（受忍限度をめぐる紛争） 

提訴の取り下げ 

14 長野県 損害賠償等請求事

件 

住 民 説 明

会における

紛争 

原告：事業者 

被告：自治会

役員 

建設会社が、自治会役員に

対し、太陽発電設備の設置

工事に関する住民説明会に

おける役員の発言を理由に

損害賠償を求めた件につ

き、請求が棄却された事例。 

損害賠償請求の棄却 

原告：自治会

役員 

被告：事業者 

これに対し、役員が前記請

求に対して慰謝料の請求を

求め、慰謝料請求が一部認

容された事例。 

自治会役員が前記請求

に対して、慰謝料請求

が一部認容 

 

 

 

 

V. まとめ（課題と提言） 

 

１． 全国自治体における再生可能エネルギー発電設備の設置等に係る条例等の制定状況
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２． 適切な再生可能エネルギー発電設備の設置・事業化への指針        
 

本調査で行ったアンケート調査や事例調査の結果から得られた再エネ発電設備の設置事業に関 

連する条例等の内容やトラブル回避等に向けた取組み内容等を、適切な設置・事業化への指針とし

て以下に示す。 

 

１）再エネ発電設備の設置等に関する事業への対応にあたって 

現在、FIT の事業認定の申請時点では、関係法令等の「相談・手続中」であっても取得が可能で

あり、その後の完了確認は行われていない。認定を許可条件とする法令等を除き、相談及び手続き

が完了した旨の報告を事業者に対して義務付けるなど、認定前に法令等の遵守を確認の上必要な対

応を取ること。 

そのためには、自治体として以下のような対応が考えられる。 

 

〇 事業計画段階での自治体への届出や相談・指導等 

各地域で設定している抑制地域や禁止区域での再エネ発電事業の検討にあたって、事業の計画段

階での自治体と事業者のコミュニケーションがその後の地域との合意形成や事業をめぐるトラブ

ル回避につながることが多い。 

特に、地域外から事業参入する場合などは、地域の実状や条例等の規定内容を事前に把握したう

えで、実効性のある相談、協議が重要である。 

一部の自治体では、事業計画の説明や相談を技術者が行うことで、技術的な内容や基準適合状況

を十分理解し、協議の質を高めている。また、住民説明会でも、技術者が行うことで技術的な内容

の説明や質問への対応を行うことで、住民側の事業計画への理解を得やすくなっているという。ま

た、技術者が責任意識をもって設置計画を策定するという点でも有効である。 

○ 森林区域での設置の厳格化 

大規模な森林伐採による太陽光発電施設の設置に伴い、防災・環境・景観上の問題が各地で発生

し地域でのトラブルとなっている。森林区域への設置に関する規定内容として、森林伐採の可否、

伐採する場合の条件設定、雨水・排水処理方法や貯留池等の設置などの規定が考えられる。 

○ 地域との合意形成のためのコミュニケーションの確保 

事業計画の検討・策定段階での早期の自治体担当部署との相談、協議のほか、事業計画の検討段

階での事業区域の自治会等への計画の周知、説明会、協議等を丁寧に行うことなどが求められる。

そのためには、事業区域に事業計画の周知のための看板等の掲示なども有効である。 

○ 技術基準の設定・見直し 

それぞれの地域の実情に合わせた急傾斜地法の指定を受けていない斜面、豪雨や降雪等の影響を

加味した発電設備の技術基準の設定、見直しが必要である。 

○  適切な撤去方法の運用 

事業の中止や終了のほか、事業者の変更などにより、太陽光発電設備が適切に廃棄されないこと

も懸念されるため、適切な撤去を担保するための方法の策定が必要である。具体的には、事業内容

の変更（申請時点の内容と差異が生じた場合）の届出義務、事業者との設備設置後の維持管理、事

業終了後の設備の撤去方法等の規定を協定書等で明確にしておくことが考えられる。 

一部の自治体では、設置工事の完了届の際に、設置した太陽光パネルのシリアル番号リストの提

出を求め、事業完了後の確認や不正処分や不法投棄された場合のチェックに活用したいとしている

例もある。 

○ 再エネ事業をめぐる地域でのトラブル回避や対応 

近年、各地で土砂災害、水害等の防災上の懸念のほか、環境保全、景観保全等で事業者と地域や

住民との間でトラブルが多くなっている。 

こうしたトラブルへの対応にあたっては、事業者として住民の不安や懸念を理解し、住民等から

の意見書等への適切な見解書等の対応は必須であり、説明会等の住民との適切なニケーションをと

ることが望まれる。一方で、このような事業者と住民等との間でなかなか合意ができない場合も少

なくない。 

こうした場合の自治体の対応としては、第 3 者的な立場で民-民での対応に委ねる例も多いが、住

民説明会等の相互の意見調整の場に参加したり、両者の間にたって地域との合意形成に向けた調整

やあっせんを行うとする規定をもつ条例の例もある。 
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〇 設備設置後の適正運用 

設置した設備の保守状況や雑草等の繁茂、排水等による被害など住民等から寄せられた苦情等の

対応のほか、職員による設置場所の定期的な監視、事業者から定期的な現状写真による報告等で設

備設置後の適正運用、保守を確認している取組みを行っている例もある。 

 

２）適正な再エネ発電設備の設置を行う事業者の意識や課題認識の把握（提案） 

各地でのトラブル事例を見ると、条例等の法規に従わないで届出前の森林伐採等の工事着手、住

民説明会を開催しないで事業着手し事後に住民等からの反対をうけて大きなトラブルになるなど

の例が絶えない状況がある。  

一方、国の再エネ推進施策もあり、我が国にとって適正な再エネ発電設備の設置の推進は重要な

課題である。その場合、適切に再エネ発電設備の設置を行う事業者も多数ある中で、どのような形

で地域の合意を得ながらこれらの事業者が積極的に再エネ発電事業に取り組めるようするかを真

剣に考える必要がある。  

そこで、適正に再エネ発電設備の設置を行う事業者を対象に、適切に地域との合意形成を行った

事例や事業者の考え方、事業者が考える課題と課題解決の方策など、事業者の意見や意識を聴取・

把握することで、トラブル回避のための知見が得られると考えられる。各地で適切な再エネ発電設

備事業を行っている事業者の提案や意見聴取を行うことを提案したい。 
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VI. 資料 

 

１． アンケート調査票 
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